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週間 3ヵ月 6ヵ月 1年 24年末比

米ドル・インデックス 97.40 ▲ 1.3 ▲ 6.6 ▲ 9.8 ▲ 8.0 ▲ 10.2
米ドル 144.65 ▲ 1.0 ▲ 4.2 ▲ 8.4 ▲ 10.0 ▲ 8.0

カナダ・ドル 105.63 ▲ 0.7 0.0 ▲ 3.6 ▲ 10.0 ▲ 3.4
ユーロ 169.48 0.7 3.9 3.0 ▲ 1.5 4.1
英ポンド 198.47 1.0 1.5 ▲ 0.0 ▲ 2.3 0.9

スイス・フラン 181.07 1.4 5.7 3.4 1.2 4.5
スウェーデン・クローナ 15.25 1.0 1.0 6.3 0.9 7.4
アイスランド・クローネ 1.194 1.4 4.4 4.9 3.3 5.6
ノルウェー・クローネ 14.35 ▲ 0.7 ▲ 0.5 3.1 ▲ 4.9 3.9
デンマーク・クローネ 22.72 0.7 3.9 2.9 ▲ 1.5 4.1

中国人民元 20.18 ▲ 0.7 ▲ 3.0 ▲ 6.8 ▲ 8.8 ▲ 6.4
香港ドル 18.42 ▲ 1.0 ▲ 5.2 ▲ 9.4 ▲ 10.5 ▲ 9.0
台湾ドル 4.97 0.9 9.0 3.3 0.7 4.1

韓国ウォン(100ウォン当たり) 10.63 ▲ 0.3 3.0 ▲ 0.8 ▲ 8.4 ▲ 0.1
シンガポール・ドル 113.36 ▲ 0.1 0.6 ▲ 2.5 ▲ 4.2 ▲ 1.6
マレーシア・リンギ 34.13 ▲ 0.1 0.3 ▲ 3.4 0.3 ▲ 2.6

タイ・バーツ 4.44 ▲ 0.4 ▲ 0.6 ▲ 4.2 1.6 ▲ 3.1
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ･ﾙﾋﾟｱ(100ルピア当たり) 0.893 0.2 ▲ 2.0 ▲ 8.1 ▲ 8.9 ▲ 8.3

フィリピン・ペソ 2.555 0.5 ▲ 2.6 ▲ 6.3 ▲ 6.5 ▲ 5.1
ﾍﾞﾄﾅﾑ･ﾄﾞﾝ(100ドン当たり) 0.554 ▲ 0.5 ▲ 6.1 ▲ 10.5 ▲ 12.2 ▲ 10.1

インド・ルピー 1.69 0.5 ▲ 3.7 ▲ 8.1 ▲ 12.1 ▲ 7.6
オーストラリア・ドル 94.47 0.3 ▲ 0.8 ▲ 3.7 ▲ 11.6 ▲ 2.9

ニュージーランド・ドル 87.61 0.5 1.1 ▲ 1.5 ▲ 10.4 ▲ 0.4
ブラジル・レアル 26.37 ▲ 0.5 0.3 3.4 ▲ 9.8 3.5
メキシコ・ペソ 7.68 0.9 3.3 ▲ 0.9 ▲ 11.9 1.9

ｺﾛﾝﾋﾞｱ･ﾍﾟｿ(100ペソ当たり) 3.53 ▲ 1.1 ▲ 2.6 ▲ 1.4 ▲ 8.5 ▲ 1.1
チリ・ペソ(100ペソ当たり) 15.38 ▲ 0.8 ▲ 5.0 ▲ 3.2 ▲ 8.7 ▲ 2.6
ペルー・ヌエボ・ソル 40.76 0.5 ▲ 1.7 ▲ 3.5 ▲ 2.8 ▲ 3.1
ポーランド・ズロチ 39.95 1.3 2.4 3.7 0.1 5.0

ﾊﾝｶﾞﾘｰ･ﾌｫﾘﾝﾄ(100ﾌｫﾘﾝﾄ当たり) 42.49 1.7 4.5 6.0 ▲ 2.1 7.4
ルーマニア・レイ 33.36 ▲ 0.3 1.8 0.9 ▲ 3.5 1.9

トルコ・リラ 3.62 ▲ 1.5 ▲ 8.7 ▲ 19.0 ▲ 25.8 ▲ 18.1
南アフリカ・ランド 8.12 0.1 ▲ 2.0 ▲ 3.8 ▲ 6.7 ▲ 2.7
エジプト・ポンド 2.90 0.7 ▲ 2.8 ▲ 6.3 ▲ 13.5 ▲ 6.3
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日本国債　注5 314.52 0.2 ▲ 0.1 ▲ 3.8 ▲ 3.4 ▲ 3.8
先進国(除く日本)国債　注6 1,053.15 1.0 5.1 7.4 8.1 7.3

新興国債券　注7 863.48 1.3 3.8 6.0 10.9 6.0
日本国債2年物 0.752 0.027 -0.134 0.136 0.404 0.147
日本国債10年物 1.438 0.040 -0.151 0.313 0.362 0.337
日本国債20年物 2.341 -0.008 0.047 0.429 0.434 0.440
日本国債30年物 2.913 0.004 0.328 0.604 0.636 0.616

米国債2年物 3.749 -0.160 -0.244 -0.580 -0.964 -0.494 
米国債10年物 4.279 -0.099 -0.082 -0.347 -0.008 -0.293 
米国債20年物 4.837 -0.066 0.097 -0.070 0.303 -0.023 
米国債30年物 4.837 -0.055 0.115 0.018 0.410 0.054
ドイツ国債2年物 1.860 0.010 -0.209 -0.240 -0.947 -0.222 
ドイツ国債10年物 2.592 0.075 -0.181 0.196 0.144 0.225

イタリア国債10年物 3.473 -0.025 -0.406 -0.070 -0.552 -0.049 
スペイン国債10年物 3.226 0.009 -0.171 0.142 -0.128 0.165
東証REIT(配当込み) 4,668.33 0.7 4.7 10.4 9.1 11.0

730.96 ▲ 0.3 3.0 4.4 11.7 4.4
814.42 ▲ 1.0 ▲ 1.2 ▲ 3.9 0.8 ▲ 3.8

香港REIT　注9 674.70 2.5 19.1 31.8 49.2 32.0
オーストラリアREIT　注9 1,310.30 ▲ 1.0 9.6 3.3 14.0 6.1
北海ブレント原油先物 67.77 ▲ 12.0 ▲ 8.5 ▲ 8.6 ▲ 21.6 ▲ 9.2

WTI原油先物 65.52 ▲ 12.6 ▲ 6.3 ▲ 7.2 ▲ 19.8 ▲ 8.6
ニューヨーク金先物 3,287.60 ▲ 2.9 6.4 24.9 40.7 24.5

CRB指数 299.74 ▲ 4.1 ▲ 2.4 2.8 2.9 1.0
シンガポール鉄鉱石先物 94.55 1.1 ▲ 8.6 ▲ 4.3 ▲ 10.5 ▲ 6.4
S&P MLPﾄｰﾀﾙﾘﾀｰﾝ指数 9,875.42 ▲ 0.3 ▲ 4.2 6.5 14.7 5.5
S&P BDCﾄｰﾀﾙﾘﾀｰﾝ指数 431.53 0.6 ▲ 2.4 ▲ 0.1 5.4 ▲ 0.2

ビットコイン 107,169.81 3.3 22.7 13.5 74.5 14.4
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週間 3ヵ月 6ヵ月 1年 24年末比

ブラジル　ボベスパ 136,865.79 ▲ 0.2 2.8 13.8 10.1 13.8
メキシコ　IPC 57,391.51 2.0 7.3 16.4 9.7 15.9

南ｱﾌﾘｶ FTSE/JSEｱﾌﾘｶ全株 95,862.28 1.2 6.6 13.1 21.4 14.0
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週間 3ヵ月 6ヵ月 1年 24年末比

世界株価 注1 500.07 3.3 9.1 8.4 15.5 9.7
先進国株価 注2 12,786.11 3.3 9.0 7.6 15.4 9.0

先進国(除く日本)株価 注3 14,786.38 3.3 9.2 7.5 15.5 8.9
新興国株価　注4 664.41 3.3 9.6 15.0 16.3 15.8
日経平均株価 40,150.79 4.6 6.2 ▲ 0.3 2.1 0.6

JPX日経インデックス400 25,748.65 2.4 1.1 1.6 0.9 2.2
TOPIX (東証株価指数) 2,840.54 2.5 0.9 1.4 1.7 2.0
東証プライム市場指数 1,461.72 2.5 0.9 1.4 1.7 2.0

東証スタンダード市場指数 1,382.49 0.9 4.8 9.0 8.0 8.7
東証グロース市場指数 947.51 ▲ 1.9 10.1 15.1 10.3 14.9

NYﾀﾞｳ 工業株30種 43,819.27 3.8 3.6 1.9 11.9 3.0
S&P 500種 6,173.07 3.4 8.4 3.4 12.6 5.0

ナスダック総合 20,273.46 4.2 13.9 2.8 13.5 5.0
ナスダック100 22,534.20 4.2 13.8 4.9 13.9 7.2

ﾌｨﾗﾃﾞﾙﾌｨｱ半導体 5,544.99 6.4 25.6 8.2 2.3 11.3
欧州　ｽﾄｯｸｽ･ﾖｰﾛｯﾊﾟ600 543.63 1.3 ▲ 0.5 7.2 6.1 7.1

英国　FTSE100 8,798.91 0.3 1.5 8.0 7.6 7.7
ユーロ圏　ユーロ・ストックス 563.40 1.9 1.2 11.5 12.0 11.5

ドイツ　DAX 24,033.22 2.9 6.0 20.3 32.0 20.7
中国　CSI300 3,921.76 2.0 ▲ 0.3 ▲ 1.5 13.5 ▲ 0.3
中国　上海A株 3,589.15 1.9 1.5 0.7 16.2 2.2
中国　深圳A株 2,147.16 4.2 0.4 1.9 27.2 4.9
中国　創業板 2,124.34 5.7 ▲ 1.0 ▲ 3.7 24.7 ▲ 0.8
香港　ハンセン 24,284.15 3.2 3.0 20.9 37.1 21.1

台湾　加権 22,580.08 2.4 2.9 ▲ 3.0 ▲ 1.4 ▲ 2.0
韓国　KOSPI 3,055.94 1.1 17.2 27.1 9.8 27.4

シンガポール　ST 3,966.20 2.1 ▲ 0.4 5.2 18.6 4.7
マレーシア　FBM KLCI 1,528.16 1.7 ▲ 0.5 ▲ 6.1 ▲ 3.6 ▲ 7.0

タイ　SET 1,082.42 1.4 ▲ 8.9 ▲ 22.8 ▲ 17.3 ▲ 22.7
インドネシア　ｼﾞｬｶﾙﾀ総合 6,897.40 ▲ 0.1 5.9 ▲ 2.0 ▲ 1.0 ▲ 2.6

フィリピン　総合 6,408.27 1.1 4.4 ▲ 1.8 0.3 ▲ 1.8
ベトナム　VN 1,371.44 1.6 3.6 7.6 8.9 8.3

インド　SENSEX 84,058.90 2.0 8.3 6.8 6.1 7.6
豪州　S&P/ASX200 8,514.17 0.1 6.8 3.1 9.7 4.4
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2025年7月第1週号 （2025年6月30日発行）

■主要指標の動き■ 2025年6月27日時点（1週間前＝6月20日、3ヵ月前＝3月27日、6ヵ月前＝2024年12月27日、1年前＝6月27日） なお、休場の場合は直前の営業日のデータを使用
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指数に関する著作権等の知的財産権その他一切の権利は、当該指数の算出元または公表元に帰属します。

データは過去のものであり、将来の運用成果などを約束するものではありません。

※右表の為替ﾚｰﾄは原則としてﾆｭｰﾖｰｸの17時時点のものであり、弊社投資信託の基準価額の算定に
用いられるものと大きく異なることがあります。また、ビットコインのﾃﾞｰﾀもﾆｭｰﾖｰｸ17時時点です。

「利回り」変化のデータは、騰落率(%)ではなく、騰落幅*
注8 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙREIT指数 ： S&PｸﾞﾛｰﾊﾞﾙREIT指数（配当込み）
注9 香港/ｵｰｽﾄﾗﾘｱREIT指数 ： S&Pの各地域/国REIT指数（配当込み、

現地通貨ﾍﾞｰｽ）注1 世界株価指数 ： MSCIｵｰﾙｶﾝﾄﾘｰﾜｰﾙﾄﾞ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ､税引後配当込み）
注2 先進国株価指数 ： MSCIﾜｰﾙﾄﾞ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ､税引後配当込み）
注3 先進国（除く日本）株価指数 ： MSCI-KOKUSAIｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ､税引後配当込み）
注4 新興国株価指数 ： MSCIｴﾏｰｼﾞﾝｸﾞ･ﾏｰｹｯﾄ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ､税引後配当込み）
注5 日本国債指数 ： FTSE日本国債ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（円ﾍﾞｰｽ）
注6 先進国（除く日本）国債指数 ： FTSE世界国債ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（除く日本、米ﾄﾞﾙ･ﾍﾞｰｽ）
注7 新興国債券指数 ： JPﾓﾙｶﾞﾝ･ｴﾏｰｼﾞﾝｸﾞ･ﾏｰｹｯﾂ･ﾎﾞﾝﾄﾞ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ･ﾌﾟﾗｽ（ﾍｯｼﾞなし･米ﾄﾞﾙ･ﾍﾞｰｽ）

（騰落率がプラスの場合は各通貨高、マイナス▲の場合は円高）
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ている見解および図表等は当資料作成時点のものであり、将来の市場環境の変動等を保証するものではありません。
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■先週の主な出来事■ （株式市場での反応を○、△、×の順で評価）

（信頼できると判断したデータをもとに日興アセットマネジメントが作成）

■今週の主な注目点■
中国では、6月のPMIが30日に発表される。7月1日には、日･米・ﾕｰﾛ圏の中銀総裁が討論会に参加する。米
国では、6月のISM(供給管理協会)製造業景況指数(7月1日)、同非製造業景況指数および6月の雇用統計
(3日)の発表や、地区連銀総裁の講演が予定されている。また、日本で日銀短観が7月1日に、欧州では
ECB(欧州中央銀行)の6月の政策理事会の議事要旨が3日に、公表される。

日付
市場の

反応
国・地域 指標など（コメント）

米国、ｲﾗﾝの核施設を空爆

ﾄﾗﾝﾌﾟ米大統領は21日、ｲﾗﾝの3つの核施設を攻撃したと発表した。ｲﾗﾝの外相は米国を

非難し、ｲﾗﾝは様々な選択肢を持っていると述べた。23日には、原油先物価格が一時、

急騰したほか、前週末に米政権が対中半導体規制の強化を検討していると報じられたこ
とを受け、半導体関連株が売られたことなどもあり、ｱｼﾞｱの株式相場が総じて下落した。
ただし、日本では、有事のﾄﾞﾙ買いにより円相場が1ﾄﾞﾙ＝147円台に下落したことから、株

式相場の下げが縮小した。また、財務省が前週末、今年度の国債発行計画を見直し、超
長期債の発行額を減らす代わりに、中期債の発行を増やす方針を示したことを受け、中
期債が売られたほか、長期債にも売りがおよび、国債利回りは上昇した。

米FRB副議長、7月の利下げを支持、ｲﾗﾝによる米軍基地への報復攻撃は限定的

ﾕｰﾛ圏の6月のPMI(購買担当者指数)速報値は総合ﾍﾞｰｽで前月比横ばいの50.2と、予

想を下回った。同指数は50が好･不調の境目。米国の5月の中古住宅販売件数は前月

比+0.8%の年率403万戸と、予想に反して3ヵ月ぶりに増加した。また米FRB(連邦準備

制度理事会)のﾎﾞｳﾏﾝ副議長は講演で、ｲﾝﾌﾚ圧力が抑制されたままであれば、健全な

労働市場を維持するために、7月の利下げを支持すると述べた。欧州では、原油先物価

格の急騰を受け、国債の売りが先行したが、ﾎﾞｳﾏﾝ氏の発言を受け、米国債利回りが低
下すると一転して買いが優勢となり、引けでは利回りが低下した。株式相場は、中東情勢
の先行き不透明感の高まりなどを受けて下落した。外国為替市場では、円相場が一時、
1ﾕｰﾛ＝169円70銭前後と、2024年7月以来の円安･ﾕｰﾛ高水準となった。その後、ｲﾗﾝ

がｶﾀｰﾙの米軍基地にﾐｻｲﾙを発射したが、ﾄﾗﾝﾌﾟ大統領は、事前に通告があったとして、
死傷者は出なかったとSNSに投稿したほか、中東情勢の緊張緩和に期待感を示した。ｲﾗ

ﾝの報復攻撃が限定的だったとの受け止めが拡がり、原油先物が急反落したほか、米株
式相場は、ﾎﾞｳﾏﾝ氏の発言が好感されたこともあり、上昇した。また、国債利回りが低下
したほか、ﾄﾞﾙは売られ、円相場が146円台に反発した。原油先物は、WTIで一時、1ﾊﾞﾚﾙ

＝78.40ﾄﾞﾙと、約5ヵ月ぶりの高水準となったが、引けでは68ﾄﾞﾙ台半ばに急反落した。

ﾄﾗﾝﾌﾟ米大統領、ｲｽﾗｴﾙとｲﾗﾝの停戦が発効したと投稿

ﾄﾗﾝﾌﾟ米大統領は、ｲｽﾗｴﾙとｲﾗﾝが完全な停戦で合意したと23日にSNSに投稿したのに

続き、24日には、停戦が発効したと投稿した。日本では、対米関税交渉に向け、赤沢経

財相が26日にも訪米する方向で調整していることが明らかになった。中東情勢への警戒

感が和らぎ、株式相場が反発したほか、国債入札の結果が低調だったこともあり、国債利
回りは上昇した。また、円相場は145円台に上昇した。

ｲｽﾗｴﾙとｲﾗﾝの停戦に伴ない、中東情勢への警戒感が和らぐ

ﾄﾞｲﾂ政府は、国防費を2029年までにGDP比3.5%に引き上げる方針を示した。同国の国

債発行が増えるとの観測などを背景に、ﾕｰﾛ圏の国債利回りが総じて上昇した。欧州株
式は、中東情勢への警戒感が和らいだことなどから反発した。米国では、6月の消費者信

頼感指数が前月比▲5.4ﾎﾟｲﾝﾄの93.0と、予想に反して低下した。また、ﾊﾟｳｴﾙFRB議長

は下院の公聴会で、米関税政策の影響を見極めるべく、利下げを急がない姿勢を改めて
示したが、ｲﾝﾌﾚ圧力が抑制されたままということになれば、早めに利下げに踏み切ること
になろうと述べた。国債利回りが低下したほか、株式相場は続伸した。外国為替市場では
ﾄﾞﾙが売られ、円相場は144円台に上昇した。また、原油先物が続落したほか、金先物も

売られた。なお、25日の日本では、日銀が早期利上げに慎重な姿勢を強めているとの見

方などから、国債利回りが低下したほか、円相場は145円台に反落した。株式相場は、前

日の米株高を受け、半導体関連株が買われたことなどから続伸した。

△ ｱｼﾞｱ

6月
23日

（月）

○ 欧米

○ 日本

欧米○

24日

（火）
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NATO首脳会議、国防費を2035年までにGDP比5%とする目標を決定

NATO(北大西洋条約機構)首脳会議において、現在、GDP比で2%以上としている加盟

国の国防費を2035年までに3.5%に引き上げることに加え、有事に必要なｲﾝﾌﾗやｻｲﾊﾞｰ

防衛関連の支出を同1.5%とし、合わせて5%とする目標が決定された。国債の増発につ

ながるとの見方などから、国債利回りが上昇した。防衛関連株が買われたが、中東情勢
の先行きを見極めたいとの慎重な見方が拡がったことなどから、株式相場は反落した。

株式市場で持ち高調整の売りが優勢に

ﾄﾗﾝﾌﾟ大統領は、翌週にｲﾗﾝと核協議を開くと表明した。FRBのﾊﾟｳｴﾙ議長は上院の公

聴会で、米関税政策が消費者物価に及ぼす影響をまだ見極め切れていないと述べた。5
月の新築住宅販売件数は前月比▲13.7％の年率62.3万戸と、7ヵ月ぶりの低水準となっ

た。国債利回りは短期債を中心に低下した。株式市場では、持ち高調整の売りが優勢と
なったが、ﾊｲﾃｸ株は買われ、主要3指数がﾏﾁﾏﾁで引けた。外国為替市場では、ﾄﾞﾙが

ﾕｰﾛや英ﾎﾟﾝﾄﾞなどに対して売られた。なお、米経済紙は、2026年5月に任期満了となるﾊﾟ

ｳｴﾙFRB議長の後任について、ﾄﾗﾝﾌﾟ大統領が今夏にも前倒しで選定･発表する可能性

があると報じた。26日の日本では、年内の米利下げの可能性が意識され、円相場が一

時、143円台後半まで上昇したが、株式相場は半導体関連株を中心に続伸した。

次期FRB議長を巡る思惑や弱い経済指標を受け、利下げ観測が拡がる

1-3月期のGDP確報値が前期比年率▲0.5%に下方修正となったほか、14日までの週の

失業保険継続受給者数は197.4万人と、2021年11月以来の高水準となった。利下げ観

測が強まり、国債利回りが低下した。ﾎﾜｲﾄﾊｳｽの報道官は、相互関税の上乗せ部分の
一時停止について、7月9日の期限が延長される可能性があると述べた。関税政策を巡る

警戒感が和らいだこともあり、株式相場が上昇した。大型ﾊｲﾃｸ株が買われたほか、米国
債などの保有に関する銀行資本規制の緩和計画が前日に発表されたことが好感され、
銀行株も買われた。また、ﾄﾞﾙが売られた一方、ﾕｰﾛや英ﾎﾟﾝﾄﾞが買われ、一時、2021年
10月以来のﾎﾟﾝﾄﾞ高･ﾄﾞﾙ安水準となった。なお、ﾍﾞｯｾﾝﾄ財務長官は、国際的な最低法人

税率の枠組みから米国企業を除外することでG7(主要7ヵ国)が合意したと明らかにした。

米加間の交渉打ち切りが表明されるも、通商協議への楽観や利下げ観測が追い風に

5月の個人所得は前月比▲0.4%、消費支出も▲0.1%と、ともに予想外の減少となった。

一方、同月のPCE(個人消費支出)物価指数は、全体で前年同月比+2.3%、ｺｱで
+2.7％と、ともに前月の伸びを上回った。ﾍﾞｯｾﾝﾄ財務長官は、主要貿易相手国との通

商協議が9月1日までにまとまる可能性があるとして、相互関税の上乗せ部分の一時停止

を延長する可能性を示唆した。その後、ﾄﾗﾝﾌﾟ大統領は、一時停止の延長も、短縮もでき
るとして、向こう1週間半の間かそれ以前に、関税に関する書簡を各国に送るつもりだと述

べた。株式相場は、ｶﾅﾀﾞが導入しているﾃﾞｼﾞﾀﾙｻｰﾋﾞｽ税を問題視し、同国との通商協議
を打ち切るとﾄﾗﾝﾌﾟ大統領が表明したこと受け、下げる場面もあったが、その他の国との交
渉進展への期待や米利下げ観測などを背景に引けでは続伸し、S&P500、ﾅｽﾀﾞｯｸ総合

の両指数が最高値を更新した。国債利回りは上昇した。ﾄﾞﾙは、利下げ観測の強まりなど
を背景に売りが先行し、一時、対ﾕｰﾛで2021年9月以来のﾕｰﾛ高･ﾄﾞﾙ安水準となったが、

ｶﾅﾀﾞとの通商協議の打ち切り表明などを受けて回復した。また、金先物が売られた。

○ 米国

△

△

27日

（金）

25日

（水）

○ 米国

米国

26日

（木）

欧州


